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2013年度決算

ABCプランⅡの進捗

Part I

ー　あなたのいちばんに。　－
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－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

2013年度　決算サマリー

（億円）
損益（３行単体合算）

損益（ＦＦＧ連結）

連
結
調
整

Point1　　コア業務純益は3期ぶり減益

　　　　　　　となるも計画比上ブレ

Point2　　信用コストは低水準

資金利益は貸出利回り低下を主因に前年

比▲25億円となるも減少幅は前年の▲47

億円から縮小

コア業務純益は預金保険料の還付やファン

ド分配金、劣後ローン利息の減少により計

画比＋24億円

保守的な引当強化を維持しつつ、信用コス

トは低水準

Point4　　連結当期純利益は過去最高益

以上の要因に加え、特別損益の改善（前年

は退給信一部解約の特別損失計上）もあり、

2期連続で過去最高益を計上

Point3　　臨損は将来に向けた投資・費用

バーゼルⅢを踏まえ、旧適格資本の一部を

期限前返済（違約金▲32億円）

ＡＴＭ更改等のシステム関連費用▲25億円

の発生

※公表比は2013年11月11日公表の業績予想との比較

当期純利益（3行単体合算） 501
FFG単体 ▲62
KMB・SWBのれん償却費 ▲92
銀行子会社損益 7
その他 8
FFG連結純利益 362

13年度 13年度 13年度 13年度
【公表比】 実績 実績 実績 実績

業務粗利益 1,811 ▲78 1,302 ▲42 204 ▲11 305 ▲25

資金利益 1,529 ▲25 1,082 ▲0 186 ▲7 262 ▲18

国内部門 1,472 ▲33 1,024 ▲10 186 ▲6 262 ▲17

国際部門 57 8 58 10 ▲1 ▲1 ▲0 ▲1

非金利収益 282 ▲53 220 ▲41 18 ▲5 44 ▲7

役務等利益 185 ▲5 137 ▲5 14 1 34 ▲0

特定・その他利益（債券除く） 43 9 33 6 4 2 6 1

債券関係 54 ▲57 51 ▲42 0 ▲7 3 ▲8

経費　　　 　　　　（△） 1,008 ▲2 654 2 143 ▲5 211 1

実質業務純益　 803 ▲77 649 ▲44 60 ▲6 94 ▲27

一般貸倒引当金　（△） 135 209 64 145 30 18 41 46

業務純益 668 ▲285 584 ▲188 30 ▲25 54 ▲72

コア業務純益 【＋24】 749 ▲19 598 ▲1 60 0 91 ▲18

臨時損益 ▲2 153 15 129 ▲18 7 2 17

その他臨時損益 ▲55 ▲45 ▲38 ▲45 ▲18 ▲6 1 6

経常利益 【＋31】 666 ▲132 599 ▲59 12 ▲18 55 ▲55

特別損益 ▲7 166 ▲4 127 ▲1 12 ▲2 26
税引前当期純利益 660 33 595 68 11 ▲6 53 ▲29
法人税等　　　　　（△） 159 ▲20 191 ▲5 ▲39 10 7 ▲25

当期純利益　　 【＋21】 501 53 404 73 50 ▲16 46 ▲4

信用コスト　（△） 【▲33】 82 11 12 ▲29 30 6 40 35

前年比 前年比 前年比前年比

3行単体合算 福岡銀行（単体） 熊本銀行（単体） 親和銀行（単体）

13年度
【公表比】 実績

業務粗利益 1,931 ▲66
実質業務純益 719 ▲76
コア業務純益 659 ▲21
経常利益 570 ▲118
当期純利益 【＋32】 362 41

前年比
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－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

2014年度　業績予想

（億円）
損益（３行単体合算）

損益（ＦＦＧ連結）

連
結
調
整

【銀行別】　損益推移 （億円）

599 599

331
404 358

567598

202

FY11 FY12 FY13 FY14計画

コア業務純益

当期純利益

64 60 60 66 65
50

66

16

FY11 FY12 FY13 FY14計画

コア業務純益

当期純利益

91
110

91 88

167

50 46 54

FY11 FY12 FY13 FY14計画

コア業務純益

当期純利益

福岡銀行

熊本銀行

親和銀行

当期純利益（3行単体合算） 477
FFG単体 ▲61
KMB・SWBのれん償却費 ▲92
銀行子会社損益 5
FFG連結純利益 330

※2014年度計画には預金保険料戻入を織込み

通期
計画

実質業務純益 639 ▲81
コア業務純益 627 ▲33
経常利益 540 ▲30
当期純利益 330 ▲32

前年比

通期 通期 通期 通期
計画 計画 計画 計画

業務粗利益 1,731 ▲80 1,230 ▲72 203 ▲1 298 ▲7

資金利益 1,501 ▲28 1,063 ▲19 184 ▲1 253 ▲8

国内部門 1,433 ▲39 995 ▲29 184 ▲2 254 ▲8

国際部門 68 11 68 10 ▲0 0 ▲0 ▲0

非金利収益 230 ▲52 167 ▲53 19 0 45 1

役務等利益 188 3 135 ▲2 14 0 39 5

特定・その他利益（債券除く） 30 ▲13 21 ▲12 4 ▲0 5 ▲1

債券関係 12 ▲42 11 ▲40 0 0 1 ▲2

経費　　　 　　　　（△） 999 ▲9 652 ▲2 137 ▲7 210 ▲1

実質業務純益　 732 ▲71 578 ▲71 66 6 88 ▲6

業務純益 732 64 578 ▲6 66 35 88 35

コア業務純益 720 ▲29 567 ▲31 66 5 88 ▲4

臨時損益 ▲69 ▲68 ▲26 ▲41 ▲24 ▲6 ▲19 ▲20

その他臨時損益 11 65 24 62 ▲9 8 ▲4 ▲4

経常利益 663 ▲4 552 ▲47 41 29 69 14

当期純利益　　 477 ▲24 358 ▲46 65 15 54 8

信用コスト　 　　　（△） 80 ▲2 50 38 15 ▲15 15 ▲25

前年比 前年比 前年比前年比

3行単体合算 福岡銀行（単体） 熊本銀行（単体） 親和銀行（単体）
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－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

2013年度は、ＲＥＩＴ投信・ファンドの売却益、調達コストの減少等により国内貸出金収益のマイナスをカバーし、資金利益減少幅は縮小。

2014年度は、国内貸出金収益のマイナス幅を大幅に縮小させるとともに、資本調達コストや経費の減少等によりコア業務純益を下支え。

トップラインの推移

FY12FY12 FY13FY13 FY14FY14
計計

769769
749749

720720

国
内
貸
出
金
Ｖ
要
因

国
内
貸
出
金
Ｒ
要
因

有
価
証
券
・
国
際
部
門

そ
の
他
運
用
調
達

非
金
利
収
益
等

経
費
削
減

国
内
貸
出
金
Ｖ
要
因

国
内
貸
出
金
Ｒ
要
因

有
価
証
券
・
国
際
部
門

そ
の
他
運
用
調
達

経
費
削
減

非
金
利
収
益
等

（▲12bp） （▲9bp）

＋＋5353 ▲▲110110
▲▲8181

▲▲1818
▲▲1010

＋＋2222 ＋＋1010 ＋＋44 ＋＋22

＋＋6363

＋＋77
＋＋99

国内貸出金国内貸出金

 

▲▲5757

円建債券利息▲41

REIT投信売却・ﾌｧﾝﾄﾞ配当増加＋43

国際部門（円安・外債積増し）＋8

国内貸出金国内貸出金

 

▲▲1818

資金利益資金利益

 

▲▲2525
資金利益資金利益

 

▲▲2828

コア業純コア業純

 

▲▲1919 コア業純コア業純

 

▲▲2929

劣後ローン利息減＋8

日銀当座預金利息＋7　等

劣後ローン利息減＋12　等

円建債券利息＋4

REIT投信売却・ﾌｧﾝﾄﾞ配当▲32

国際部門（優先出資証券調達コス

ト減、外債積増し）＋11

資産運用商品販売＋19

外為・市場性商品▲17

住宅ローン保険料▲6　等

（億円）
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－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

ボトムラインの推移

749749
債
券
・
株
式
売
却
益

2013年度は、将来に向けた一過性の損失やシステム関連費用を計上したものの、２期連続で過去最高益を更新。

2014年度は、前年度より有価証券売却益が減少するものの、臨時損益が改善することから、連結当期純利益330億円を計画。

コ
ア
業
務
純
益

▲▲8282

連
結
純
利
益

＋＋8585

▲▲159159

▲▲139139

▲▲9292

362362

信
用
コ
ス
ト

臨
時
・
特
別
損
益

税
金
費
用

連
結
調
整

FY13FY13 FY14FY14計画計画

債券＋54

株式（DES株含む）＋31

劣後ローン違約金▲32

システム関連費用▲25

退給関連費用　　▲24　等

720720
債
券
・
株
式
売
却
益コ

ア
業
務
純
益

▲▲8080

連
結
純
利
益

＋＋6262

▲▲166166

▲▲147147

▲▲6060

330330

信
用
コ
ス
ト

臨
時
・
特
別
損
益

税
金
費
用

連
結
調
整

債券＋12

株式＋50

退給関連費用　　▲20

固定資産減損　　▲18

システム関連費用▲17　　等

(前年比)

((▲▲29)29) ((＋＋32)32)

((▲▲23)23) ((＋＋2)2)

((▲▲6)6)

((▲▲8)8)

((▲▲32)32)

※ＦＹ14計画は預金保険料戻入を織込み

（億円）（億円）
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－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

2014年度資金利益は、国内貸出金利息の減少を有価証券、外貨貸出金、その他調達コスト削減により一部カバー。

国内貸出金利息は、2014年度を境にボリューム増加で利回り低下をカバーし、ABCプランⅡ最終年度の反転を展望。

資金利益の見通し

1,612
1,522

1,364 1,345

202
222

241
222

225 196

57
68

▲ 168

▲ 82
▲ 83 ▲ 87

1,471 1,419

49
50

65
51

▲ 69▲ 68▲ 66▲ 73▲ 102
▲ 71 ▲ 48 ▲ 40

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13 FY14計

国内貸出金

国内有価証券

1,601
（▲9）

1,529
（▲25）

1,501
（▲28）

1,610
（▲19）

1,629

国際部門

その他

1,444 1,420
（▲24）

1,398
（▲22）

1,353
（▲45）

1,555
（▲47）

1,296
（▲58）

1,277
（▲19）

国内資金

資金利益
（前年比）

国内預貸金
（前年比）

資金利益　（３行単体合算）

（億円） 積上げ策 内　容

国内貸出金 •高水準の年率で貸出残高の積上げを継続

国内有証投資 •円建固定債への投資の一部再開とＪ-ＲＥＩＴ

 
投資信託への投資検討

国際部門強化

•外国建債券（米・独国債中心）の投資拡大
•国内金融債や事業債等へも一部投資を検討

•外貨建貸出金は信用力の高い案件を中心に積

 
上げつつ、海外向けファイナンス等も取組み

 
検討

調達コスト減少 •優先出資証券、劣後ローン期限前償還を実施

FY2014の資金利益の積上げ策

※国内資金･･･国内預金＋ＮＣＤ

FY10 FY11 FY12 FY13 FY14計

V R

V R

+62

▲113

+53
前年比プラス転換へ

国内貸出金利息額推移　（３行単体合算）

（億円）

▲104

+56

+63

▲81▲112

1,471
（▲51）

1,419
（▲51）

1,364
（▲55）

1,345
（▲19）

V R

V R

1,522

V R

イ
メ
ー
ジ

※国内貸出金･･･ＦＦＧ向け貸出金、劣後受益権を除く

FY15

※国内貸出金･･･ＦＦＧ向け貸出金、劣後受益権を除く
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－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

貸出金はグループ３行ともに順調に増加し、９兆円の大台へ。中計最終年度の10兆円に向け順調に推移。

預金・ＮＣＤは３行ともに飛躍的な増加を実現。2014年度にて中計目標（12兆円）の前倒し達成を計画。

預貸金の状況

60,299 61,071
67,595 71,050

9,744
10,232

13,707
14,067

65,49563,485

8,4578,429

9,186
8,842

12,760
11,959

11,33711,395

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13 FY14計

福岡

（

 

）内は年率

親和

熊本

80,123
80,865
（0.9%）

84,286
（4.2%）

87,441
（3.7%）

（5.5％）

（▲0.5％）

（3.2％）
（1.3％） （4.0％）

（3.9％）

（0.3％）
（4.6％）

（6.7％）

国内貸出金

72,787 75,838
84,566 88,183

12,441
12,791

21,712
22,438

77,243 80,042

11,126
11,495

10,679
10,859

18,781
18,917 19,444

20,121

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13 FY14計

福岡

（

 

）内は年率

親和

熊本

102,247

105,614
（3.3%）

107,813
（2.1%）

111,989
（3.6%）

（1.9％）

（1.7％）

（3.6％）
（4.2％）

（2.5％）
（3.3％）

（0.7％）
（2.8％）

（3.5％）

国内預金NCD

91,046
（4.1%）

95,349
（4.7%）

（7.4％）
（2.6％）

（3.2％）
（5.1％）

（6.1％）
（5.0％）

118,718
（6.3%）

123,412
（4.0%）

（5.7％）
（4.3％）

（8.2％）
（2.8％）

（7.9％）
（3.3％）

※ＦＦＧ向け・政府向け貸出金、劣後受益権除く （億円）（億円）
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－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

コンサルティングリテールの確立に向けた「顧客接点の高度化」「お客さま起点の営業スタイルへの変革」 「サービス改革」は着実に進展。

法人・個人の全層をターゲットにリレーションを深化することで、「顧客基盤の拡大」（裾野の拡大）×「取引基盤の拡大」（取引の深堀り）

により、営業基盤の飛躍的な拡大を実現。

コンサルティングリテール

ABCプランⅡで目指す“お客さまとのリレーション深化”

顧客基盤顧客基盤
（裾野の拡大）（裾野の拡大）

取引基盤取引基盤
（取引の深堀り）（取引の深堀り） 営業基盤の拡大営業基盤の拡大× ＝

オーナーコンサル営業の先鋭化

相続ビジネスの展開（13/4月～）

地域再生・活性化NW（14/1月）

新事業モデルの開発

新収益ビジネスの取組み

・新型住宅ローン（13/4月～）

・資産形成ローン（13/2月～）

・小口不動産担保融資（13/6月～）

既存ビジネスモデルの磨き上げ

消費性ローンの新商品導入（順次）

～最適な商品・サービスを、最適なチャネルから、最適なタイミングで提供～最適な商品・サービスを、最適なチャネルから、最適なタイミングで提供

総合営業体制（法人・個人の一体推進）

事業法人・オーナー・職域ニーズに

ワンストップで対応する営業スタイル

顧客接点の高度化顧客接点の高度化顧客接点の高度化 サービス改革サービス改革サービス改革

お客さま起点のマーケティング

お客さま起点の営業スタイルお客さま起点の営業スタイルお客さま起点の営業スタイル

コンサルティングリテールの確立コンサルティングリテールの確立コンサルティングリテールの確立

法人・個人全層をターゲットに、クロスセルと永続的な取引の実現により営業基盤を拡大

営業店を核としたチャネル連携

新CRMシステムの導入（14/4月～）

タブレット端末の導入（14/4月～）

専門チャネルの機能強化

福岡　新店舗2ヶ店開設（春日支店・土井支店）

新コンセプトチャネルの展開（土井支店）

3行ATMの全面共通化（14/4月～）

非対面チャネルのマーケティング強化

Web完結型カードローン（14/10月～）

土井ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞﾌﾟﾗｻﾞ

タブレット端末
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33914
35,152

36,824

38,9903.8 3.6

4.8

5.9

FY11 FY12 FY13 FY14計

平残

年率

総合営業の実践により、融資取引のみならず、お客さまが抱える様々なニーズにワンストップで対応。

中小企業向け貸出金・債務者先数は堅調に増加。今年度は「FFG成長戦略プログラム」「地域再生・活性化NW」など総合営業を実践す

る各種アクションを展開し営業スタイルの変革を図っていく。

相続ビジネスは、遺言信託件数が地銀トップ水準となるなど順調に進捗。商品・サービスの充実化を進めFFGコアビジネスに育てていく。

中小企業・オーナー取引

本部

（本部フロント）

営業店

総合営業体制

 

＝

 

法人・個人全てのお客さまの幅広いニーズにワンストップで対応

中小企業向け貸出金
（3行合算）

相続ビジネス（3行合算）

「FFG成長戦略プログラム」の展開

アベノミクス成長戦略（日本再興戦略）の　
メニューを利用した全社的アクション

FFG成長戦略を実践する体制へ本部フロント
部門を改編（14/1月～）

「地域再生・活性化ネットワーク」の活用

取引先の様々な経営課題やニーズに対して、
地銀の相互連携により最適なソリューション
を提供（販路拡大・経営支援等）

「相続関連ビジネス」の拡充

13/4月から福岡でスタート、10月には熊本・
親和へ横展開

遺言信託の取扱件数は地銀トップレベルまで
成長

商品・サービスの充実等を図り相続関連サー
ビスを切り口とした収益化を加速

総合営業を実践する各種アクションの展開総合営業を実践する各種アクションの展開お客さまお客さま

事業法人

オーナー

従業員
・
・

全層・全顧客が

カバーセグメント

FFG3行（福岡・熊本・親和）FFG3行（福岡・熊本・親和）

総合営業総合営業GG

営業店長

総合営業
担当者

グローバルS部

プライベートS部

パブリックS部

その他本部各部

連携

リ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
深
化

資産相談
担当者

民間部門

公共部門

海外部門

連携

※1 本部体制は福岡銀行の体制を記載　　※2“S”＝ソリューション

※2

※1

サービス 申込件数

遺言信託 279件

遺産整理業務 11件

事務代行 297件

節税・相続対策 115件

合　計 702件

ソリューション3部 部門

49,182

50,830

52,679

53,700

12/3 13/3 14/3 15/3計

法人債務者先数（3行合算）

億円

%
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目的別ローン（ブライダル、メディカル、楽器等）の導入

残価設定型オートローンの導入

個人ローン

住宅ローン　 ：新規実行とともに、既存先へのコンタクト・フォローでリレーションを強化し、残高を重視した運営へ。

消費性ローン：競争力のある商品・サービスを最適なチャネルで提供し、幅広い顧客層のニーズを獲得。

熊本

福岡

親和

熊本

福岡

3,149
3,325

3,698 3,550

212

285

400
457

3行合算

3行合算親和

　新商品の導入 （学資カードローン等）

　HP画面改定による「簡単」「スピーディー」なローンの提供

　個人向け各種セミナーの充実

2013年度

 

取組実績

住宅ローン顧客へのコンタクト強化 マス･リテールへのマーケティング強化

住宅ローン実行額推移 消費性ローン実行額推移（億円） （億円）

営業店・本部が一体となった全員営業体制による住宅ローン
既存先へのコンタクト・クロスセル強化

新CRMを活用したタイムリーな顧客アプローチ

運用ニーズ

調達ニーズ

営業店 本部

新新CRMCRMでで
ニーズ感知ニーズ感知

総合営業G

コンタクト
アプローチ

フォローコール

DBセンター
（ダイレクト
チャネル）

ク
ロ
ス
セ
ル

ニーズ

 
情報

住宅ローン顧客

新CRM

2,171 2,354 2,665

507 500
464

511

2,500

487

522491
550

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

FY11 FY12 FY13 FY14計

151 185
272

43

60

57

62

30034

66

27

97

0

100

200

300

400

500

FY11 FY12 FY13 FY14計
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長期金利低下局面においてポートフォリオを見直し、債券売却を実施。含み益は前年度より減少したものの、一定水準を維持。

円債は中期ゾーン中心に一部再投資を実施し、デュレーションは約4.7年。

有価証券の状況

その他有価証券残高・評価差額　（３行合算）

（億円）

41
76

97 115

54

-54
-14

-35

27

31

-50.00

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

3.09

3.73

4.04 3.98

4.67

2.74
2.98 2.93 3.00 3.07

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

（年）

円貨建

外貨建

※3行合算、ヘッジ考慮後

有価証券関連損益
（億円）

債券デュレーション

62
62

142

85

▲13

778 896 1,168

14,692

367

344

407 490

2,343

2,448
2,510

2,456

2,202 2,685

7,599

7,281
7,713

738

17,434 15,818
15,917

9,226

7,414

6,001
6,613

3,092

16,20218,020
18,257

16,184

2,252

7,844

786

1,353

1,056

452

- 5,000

14/3末

国　債

地方債

社　債

外債等

株　式

福岡

熊本

親和

12/3末 13/3末

※福岡は連結

28,115
（+5,831）

28,312
（+197） 25,667

（▲2,645）

11/3末

3行合算
（前年比）

評価差額

26,599
（+932）

債券

株式 ※3行単体合算
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国内金利の低下による円債利回りの低下を踏まえ、資金収益増強のため外債・REIT投信へ一部シフト。

また、預貸ギャップの拡大・大幅なローンポジション等を踏まえ、円建固定債は余剰資金活用の観点から中期ゾーンに一部投資。

依然8,000億円程度のローンポジションにあり、今年度も、余剰資金活用の観点から市場動向に留意しつつ再投資を行う。

有価証券の運用方針

外債投資への一部シフト外債投資への一部シフト

REITREIT投信への投資の拡大投信への投資の拡大

円債の中期ゾーン投資円債の中期ゾーン投資

有価証券の運用方針（FY13～）

高利回りアセットへの
一部シフト

日銀「量的･質的金融緩和」を受けた国内長短金日銀「量的･質的金融緩和」を受けた国内長短金
利の低下利の低下

債券利回りの低下と預貸金利鞘の縮小債券利回りの低下と預貸金利鞘の縮小

大幅なキャッシュポジション、預貸ギャップの大幅なキャッシュポジション、預貸ギャップの
拡大拡大

外部環境（市場金利・収益環境）

21,706 20,897
24,775 25,356

10,000

12,000

8,0009,0008,1578,405

FY13上 FY13下 FY14上計 FY14下計

国内有価証券

資金ポジション（成行）

資金ポジション（計画）

資金ポジション（平残）

余剰資金の有効活用

余剰資金の一部活用

円建固定債ラダー

13/3末 14/3末

（平残ベース）

預貸GAP拡大

（億円）
（億円）

2,074

2,878

7,012

4,896

3,303

0-2Y 2-4Y 4-6Y 6-8Y 8-10Y

3,323

1,746 1,628

4,927
4,508

0-2Y 2-4Y 4-6Y 6-8Y 8-10Y

中期ゾーンに一部投資
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28 31 28 33 37

21 22 21
21 22 23

33 34 39 38 25
42

35

0

20

40

60

80

100

120

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13 FY14計

非金利収益は、営業部門収益（外為・デリバティブ、内国為替手数料）を中心に前年比プラスへ反転。

2014年度は投資信託・保険販売の増強により、2013年度水準の収益を維持する計画。

非金利収益

非金利収益額　（3行単体+証券合算）

82 87 87 91 82
102

31 28 25
30 39

32

88 81 75
70 72

70

46
40

44 29 32 23

19
28 32

0

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13 FY14計

※債券関連損益･市場性商品等関連損益を除く

※ふくおか証券は完全子会社化以降の手数料関連収益を計上
（億円）

235
（▲11）

FFG合算
（前年比）

その他

外為・ﾃﾞﾘﾊﾞ

内国為替
手数料

231
（▲4）

239
（＋8）

投信・保険

投信
販売手数料

投信
信託報酬

保険
販売手数料

3行合算
（前年比）

（億円）

91
（+4）

246

87
（±0）

87
（+5）

82

項　目 増減要因 前年比

外為・デリバ
（＋10 ）

外為売買益 ＋6

デリバ（クーポンスワップ、為替特約付外貨定期） ＋4

内国為替
手数料（＋2）

銀行間手数料の支払減少（収益＋） ＋2

その他
（ ＋3 ）

ＡＴＭ時間外手数料の増加 ＋3

システム関連業務委託費用の減少（収益＋） ＋1

法人関連フィー（シ・ローン、ノンリコースローン等） ▲2

254
（＋15）

257
（＋3）

FY13　増減要因（前年比）

投信・保険の収益状況

82
（▲9）

102
（+19）

ふくおか証券

3行合算
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70,000
85,000

13,591

16,00016,954

21,000

25,00018,200

57,441

19,000

20,000

16,370

19%

0

NISA口座数は順調に積み上がり、投信顧客層の裾野を拡大。今後はNISA利用促進を通じて投信残高の増強に取り組む。

銀証連携の態勢確立によりふくおか証券の顧客基盤も着実に拡大。グループ総合力で、お客さまの資産運用ニーズに応えていく。

資産運用商品販売

資産運用商品販売額

1,263 1,459 1,356
1,730 1,939 2,100

1,281
1,348 1,578

1,357 1,131
1,410282

453
478

718
1,331

1,030

583

620 545
209

378 250

0

5700

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13 FY14計

投資信託

保険

外貨定期

3行合算
（前年比）

（億円）

公共債

4,014
（+56）

3,957
（＋77）

3,881
（＋472）

3,409

2,893 2,849 2,540 2,791 2,556

464 581
590

638
618

750 815
719

749
712

192
287

349

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

（億円）

4,041 4,464

福岡

親和

熊本

FFG計

1,861

3,817

5,242

87
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

12/9末 13/3末 13/9末 14/3末

福岡

親和

熊本

NISA口座件数・稼働率

◆金融商品紹介サービス店舗　77ヶ店に拡大

銀証連携　　紹介サービス 投信預り資産残高（個人向け）

ふくおか証券

FFG計

NISA口座
稼働率

4,790
（+9）

4,781
（+767）

4,245 4,236

（件、％）

14/3末 14/9末計 15/3末計

ふくおか証券

104,356 125,200 149,000

※NISA口座件数は申請ベース
※稼働率･･･NISA口座利用件数／NISA口座開設済件数

（件）【紹介件数累計】

12/9末
（A)

14/3末
（B)

増減
（B-A)

ふくおか証券① 1 182 +180

福岡銀行② 634 681 +47

合　計 636 863 +227

【成約顧客の預り資産動向】

※①株式を含む有価証券取引、②流動性預金含む総預り資産

（億円）

4,108
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属性

 
情報

ｵｰﾅｰ

 
情報

財務

 
金取

期日

 
情報

交渉

 
履歴

案件

 
情報

ﾛｰﾝ･ｶｰﾄﾞ

 

情報

資産運用

 

商品情報

お客さま情報

 
を一元管理

営業生産性の向上

新ＣＲＭシステムの活用により、お客さまのニーズに応じたタイムリーな提案を行う営業スタイルへの変革を加速。

お客さまのニーズを集約・蓄積し、深く知ることで永続的なリレーションを構築。

営業スタイル

の変革
申込書類の削減、ペーパーレス化新たな機能により営業活動をサポート

渉外先でも

 
利用可能

渉外タブレットの活用

ＦＰツールの活用

ナビゲーション機能の向上

案件管理など各種機能の拡充

ポートフォリオを視覚化

提案シミュレーション操作可

各種金融商品の申込をタッチ方式に変更

申込帳票類の削減とペーパーレス化を実現

タッチ方式

顧客情報の集約・蓄積顧客情報の集約・蓄積

顧客理解の深化

顧客ニーズの感知

顧客理解の深化

顧客ニーズの感知

顧客ニーズに沿った
タイムリーな提案

顧客ニーズに沿った
タイムリーな提案

行動サイクル新CRMシステム

地図と顧客情報の連携

取引状況別にマッピング

タブレット端末イメージ

フル活用

世界初世界初

提案型営業の実践

営業活動時間の拡大

営業付随事務の削減

効率的な営業推進

営業付随事務の削減
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積極的なシステム投資を行いながらも、物件費を中心とした経費削減策の実施により、コストを抑制。

経営効率指標であるコアOHRは50％後半を維持し、2014年度は初の1,000億円を切る水準を計画。

経費

513 498 489 489 490 486

556 546 520
457 458 446

69
64

69

63 59 68

57.4% 58.1%
56.8%

58.8%
60.2%60.2%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13 FY14計

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

費目別・ＯＨＲ　（３行単体合算）

（+5）

（▲26）

（±0）

（▲6）

（▲63）

（▲9）

3行合算
（前年比）

税　金

物件費

人件費

＊コアOHR=経費/（業務粗利益－債券関連損益）

（億円）

コアOHR

1,107 1,078

1,009
（▲31）

（▲68）

FY13　増減要因（前年比） （億円）

FY14　増減要因（前年比） （億円）

1,008 999
（▲2） （▲9）

（+1）

（▲4）

（+1）

（▲5）

（+8）

（▲13）

（▲5）

（▲10）

（▲15）

1,138

（▲29）

1,0091,009 ▲▲33

＋＋44
＋＋33

＋＋44
▲▲66

▲▲44 1,0081,008

退
職
給
付
費
用

社
会
保
険
料
率

　

引
上
げ
等

渉
外
費

　

（
広
告
費
等
）

預
金
保
険
料
増
加
等

物
件
費
削
減
策
実
施

印
紙
税
・
外
形
標
準

課
税
等

人件費
＋＋11

物件費
＋＋11

税金
▲▲44

人件費
▲▲55

物件費
▲▲1313

税金
＋＋88

1,0081,008 ▲▲55
▲▲1313＋＋77

＋＋1212
▲▲1919

＋＋88 999999

退
職
給
付
費
用
等

シ
ス
テ
ム
投
資

（
年
間
投
資
7

 

6
億
円
）

預
金
保
険
料
・

　

店
舗
投
資
等

シ
ス
テ
ム
統
合

　

償
却
減

物
件
費
削
減
策
実
施

消
費
税
増
税
等

FY12FY12 FY13FY13

FY13FY13 FY14FY14 
計画計画

＊ＦＹ14計画は預金保険料戻入を織込み
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－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

前年比 前年比 前年比 前年比

新規倒産 5 ▲ 14 4 ▲ 11 1 0 0 ▲ 3

格下げ 217 ▲ 29 145 ▲ 28 28 ▲ 14 43 13

うち大口要因 93 34 70 11 0 0 23 23

13 ▲ 10 7 ▲ 13 1 0 5 3

その他 143 102 85 53 30 27 28 22

小 計 378 49 242 1 61 13 76 35

格上げ ▲ 71 ▲ 21 ▲ 57 ▲ 23 ▲ 7 ▲ 1 ▲ 7 3

率要因 ▲ 58 ▲ 38 ▲ 44 ▲ 27 ▲ 7 ▲ 4 ▲ 7 ▲ 7

回収他 ▲ 168 20 ▲ 129 20 ▲ 17 ▲ 2 ▲ 22 2

小 計 ▲ 296 ▲ 38 ▲ 230 ▲ 31 ▲ 31 ▲ 7 ▲ 36 ▲ 1

合 計 82 11 12 ▲ 29 30 6 40 35

3行合算

増
加
要
因

減
少
要
因

担保下落

福岡 熊本 親和

288

1,404 1,643 1,806 1,892 1,585

457 411
620 540

619

238216 232 198

2.60% 2.64% 2.96% 2.81% 2.49%

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

206

137
169

12

24

40

12
5041

28

30

15

336

▲25

40
155

-30

20

70

120

170

220

270

320

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13 FY14計

予防的かつ前広な引当強化を行いながらも、信用コストは前年並み。不良債権は残高・比率ともに減少。

取引先の経営改善支援・事業再生に対する取組みを引き続き強化し、信用リスクを適切にコントロール。

信用コスト・不良債権

信用コスト　（３行単体合算）

親和

熊本

福岡

3行合算
（与信比率）

（億円）

155
（18bp）

242
（27bp）

71
（7bp）

不良債権残高・比率　（３行単体合算）

要管理
債権

破産更生
債権

危険債権

比率

（億円）
※部分直接償却後

合　計

2,149 2,269
2,657

■

 

FY13 信用コスト内訳

2,631

要注意先債権（要管理債権除く）の推移　

6,507 6,368 6,320 5,988 5,729

5,583 5,351 5,135 4,947 5,755

10.0% 10.3%
9.7%

9.2%
10.0%

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

-4%

-2%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

12,090
（+300）

債権残高
（前年比）

非保全部分

担保・保証

非保全
引当率

11,719
（▲371）

11,455
（▲264）

10,935
（▲520）

（億円） （億円）

※大口要因

 

：

 

5億円以上

82
（8bp）

80
（8bp）

2,443

11,484
（+549）

209
（25bp）

要注意先上位に対する引当を強化

（1年→3年デフォルト率へ変更）

影響額138億円
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－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

自己資本比率

14/3末のバーゼルⅢ国内基準での自己資本比率は経過措置ベースで10.28％、完全適用ベースで6.3％。

新しい自己資本比率規制においても、引き続きリスク量に対して十分な資本水準の確保と資本効率性のバランスを意識した運営を行う。

自己資本比率　（ＦＦＧ連結）

（億円、％）

コア資本の内訳　（ＦＦＧ連結）（億円）

※信用リスク：基礎的内部格付手法、オペリスク：粗利益配分手法

6.70 6.92

8.36

10.84 10.98

12.26

10.28

6.3

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

11/3末 12/3末 13/3末 14/3末 15/3末予

TierTierⅡⅡ

TierTierⅠⅠ

TierⅠ比率

自己資本比率

バーゼルⅡバーゼルⅡ バーゼルⅢバーゼルⅢ

コアコア

 
資本資本

経過措置ベース

完全適用ベース

9％台

 
後半

6％台

 
半ば

項　目 14/3末

基礎項目 7,762

株主資本（普通株） 5,682

引当金 216

優先株（社債型） 94

優先出資証券 450

劣後債務 925

土地評価差額金 338

その他 57

調整項目 ▲1,223

のれん ▲1,223

繰延税金資産 ※

 

（▲47）

退職給付に係る資産 ※

 

（▲194）

コア資本 6,539

リスクアセット 63,602

【参考】バーゼルⅢ国際基準（14/3末）

普通株式等Tier1比率 8.4％

※完全適用ベースの試算値

優先出資証券　▲300億円

劣後債務　▲925億円

※経過措置による不算入

適格旧資本



FFGの経営戦略

Part Ⅱ

ー 持続的に高い競争力・成長力の実現に向けて －

ー　あなたのいちばんに。　－



21

－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

地方銀行の経営環境

少子化による人口減少や高齢化の進展に伴い、国内マーケットの縮小や変化が見込まれる一方、金融緩和に加え、過当競争による消耗戦で収益
が圧迫。

一定の前提条件に基づく収益シミュレーションをすれば、将来的に地銀の収益力は大きく低下する可能性がある。持続的な成長のためには、将来
予想される変化に先手を打った経営戦略が求められる。

人口減少・少子高齢化による国内マーケットの縮小

貸出金増加は限界

預金増加は継続し、　

預貸ギャップが拡大

長期的には預金も　　

減少へ向かう

貸出金増加は限界

預金増加は継続し、　

預貸ギャップが拡大

長期的には預金も　　

減少へ向かう

マクロ経済環境マクロ経済環境

過当競争、量的拡大のための金利競争（消耗戦）

貸出金利の低下、　　

総資金利鞘の縮小

資金利益・コア業務　

純益の減少

低水準の信用コストが

業績を下支え

貸出金利の低下、　　

総資金利鞘の縮小

資金利益・コア業務　

純益の減少

低水準の信用コストが

業績を下支え

競争環境競争環境

収益シミュレーション収益シミュレーション

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

2010 2020 2030 2040 2050 2060

0～14

15～64

65～

老齢人口も長期的

 

には減少へ

総人口

（老齢人口）

（生産年齢人口）

（年少人口）

【2010年 = 1】

■ 年齢別人口の推移

（出所：国立社会保障・人口問題研究所）

生産年齢人口は

 

既に減少

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1991 1996 2001 2006 2011

都市銀行

第一地銀

第二地銀

信用金庫

信用組合

市町村数

■ 金融機関数と市町村数の推移

【1991年=1】 第一地銀の数は横這い

90

40

140

110

FY12

＜前提条件＞

貸出金利回りが現行から一律25bp低下（貸出ス

トック利回りが足元のフロー金利に収斂）

信用コストは一律25bp
その他は2012年度実績横這い

コア業務純益は3割強減少

信用コスト控除後では6割強減少する可能性

シミュレーション結果

コア

業務純益

信用コスト控除後

コア業務純益

※個別行の資産の質など利回り要因以外は考慮せず。

地銀平均
（億円）

地銀平均

持続的成長のためには、将来の変

 
化に先手を打った経営戦略が必要

外
部
環
境

外
部
環
境

金融緩和政策による長短

スプレッド縮小も背景に
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－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

地方銀行の生きる道

今後、厳しい経営環境の中で地方銀行が持続的に成長するためには、様々な組み合わせの中から各行独自の要因を踏まえて、最適な

戦略を選択する必要がある。

取り得る選択肢はひとつではないが、いずれを選択するにしろ、成長の土台となる営業基盤の価値向上につながることが重要。

スタンド・

アローﾝ

合従連衡

新ビジネスの展開

ニッチ戦略

収益源の多様化

構造改革

戦略的業務提携

機能補完

相互協力

合併

持株会社方式による経
営統合

子会社化

他行との差別化

金利競争からの脱却

競争力の向上

リスクシェア

規模の利益

過当競争の排除

主な戦略

営業基盤の営業基盤の

価値向上価値向上

（（フランチャイズバリュー）フランチャイズバリュー）

業容の拡大

顧客数の増加

取引量の増加

目指す方向性現状分析

人口動向

地元経済動向

産業構造

規制動向

顧客基盤

商品・サービス

チャネル

システム

組織・人財

企業カルチャー

マーケットシェア

競合状況

顧客ニーズ

外部環境外部環境

内部環境内部環境

機会と脅威

強みと弱み
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－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

FFGの経営戦略

現下の経営環境で勝ち残るため、まずは独自で現在のビジネスモデルに磨きをかけ、他行との差別化や収益構造の改革により、営業基

盤の飛躍的拡大に取り組む。

新たな経営統合も選択肢の一つであるが、統合の成果を得るためには３つの統合プロセスを完遂できることが重要。

独自で取り組むこと独自で取り組むこと 経営統合・再編に関する考え方経営統合・再編に関する考え方

他行との差別化　（金利競争からの脱却）

収益源の多様化、収益構造の改革

営業基盤の拡大　（顧客基盤×取引基盤の掛け算）

ABCABCプランⅡプランⅡ

＜具体的取り組み＞

オーナーコンサルティング

新商品・新ビジネスの展開

地域再生・活性化ネットワーク

お客様起点の構造改革
意識・体制

営業スタイル

財務構造（B/S、P/L）

営業基盤の飛躍的拡大
エリア・セグメントのターゲット

拡大

取引の種類・量の拡大・深化

（クロスセル）

FFGファンの拡大

お客様起点 の 構造改革 による

営業基盤の飛躍的拡大

基本

コンセプト

経営統合が真に成功するためには３つの統合プロセスを　　

完遂することが重要

FFGの「マルチブランド・シングルプラットフォーム」は広域展

開による成長を目指す地銀統合のモデルとして確立

３つの統合プロセス

理念・

戦略
経営管理

 
システム

業務・インフラ

人財・組織・チャネル

意識・モチベーション

経営
統合

業務
統合

意識
統合

マルチブランドマルチブランド

シングルプラットフォームシングルプラットフォーム

強固なガバナンスに　

よるグループ一体経営

規模の利益

地域経済・お客様との

緊密なリレーション保持

ビジネスモデルの磨き上げ 勝ち残りにむけた選択肢の一つ
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FFGの軌跡 （経営統合の成果）　①

理念理念

戦略戦略

経営管理

システム

業務・インフラ

人財・組織・

チャネル

意識・

モチベーション

3つの“

 

統 合 ”プロセスの完遂　　　　

グループ一体経営体制の確立グループ一体経営体制の確立

統合シナジー効果の実現統合シナジー効果の実現

FFGFFGカルチャーの創造カルチャーの創造

FFGを頂点としたガバナンス態勢の統一

経営の合理化・効率化を追求

あなたのいちばんに。を実践する意識醸成

経営管理・内部管理態勢の統一

本部業務・関連会社の集約

不良債権問題との訣別（会社分割）

事務・システム統合

グループ内店舗の統廃合

人員体制の再構築

グループ間人財交流、姉妹店制度

積極的なCSR活動の実践

統合時 現在

FFG 19 9
福岡 8 9
熊本 5 0
親和 6 0

統合時 現在

FFG 379 325
福岡 166 168
熊本 79 70
親和 134 87

主要関連会社

店舗数

4,380

3,098

2,149 2,269 2,4432,6312,657

5.4%

3.7%

2.8%2.6% 2.5%
3.0%

2.6%

07/9末 09/3末 10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

1,181 1,177
1,138 1,107

1,0081,009
1,078

62.5%
68.0%

53.4%
57.8% 55.7%55.8%

58.9%

FY07 FY08 FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

健全性

効率性

（億円）

（億円）

経営
統合

業務
統合

意識
統合

▲54

▲10

3行合同の
新入行員合宿

振込詐欺
防止セミナー 地域貢献活動

人員 7,920

6,425
（名）

経費

▲1,495

CS・ES面

不良債権比率

不良債権

人財

CSR
お客様・従業員ともに、経営統合直後と比
較して満足度が向上（統合リサーチ）

▲2.9

OHR
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店舗統廃合や不良債権処理の影響を乗り越えて、安定収益資産の積上げにより、良質なバランスシート（B/S）を構築

バランスシートの改善と経営インフラの徹底活用により、安定的な収益構造（P/L）を実現。

FFGの軌跡 （経営統合の成果）　②

1,749

1,627
1,525

1,468 1,433
1,387

733 755 769

260 282 321

749754795 734

362

13

219 284

FY07 FY08 FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

108,803
112,710

119,843

85,726 89,071 92,968
102,429

106,515
102,184 102,999

79,174 80,689 81,230 82,071

FY07 FY08 FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

預金・NCD

総貸出金 上場地銀
コア業純

FFG
当期純利益

規模・営業基盤 収益性（国内+国際、平残、億円）

（十億円）

※コア業純：３行単体合算、当期純利益：FFG連結

FFG
コア業純

（億円）

（億円）

▲21％

▲3％

地銀全体のコア業務純益は5年間で2割減少
したのに対し、FFGは安定的に収益計上

当期純利益は2期連続最高益更新

店舗統廃合 ▲1,600▲700

オフバラ化 ▲1,080 ▲1,680

熊本 親和

約▲2,300億円の預金流出要因

約▲2,760億円の貸出金減少要因

+13,794

+17,414

貸出金シェア　（3行合算）

マイナス要因

08/3末 11/3末 14/3末

福 岡 県 29.6％ 31.2％ 31.6％

熊 本 県 24.2％ 25.3％ 26.5％

長 崎 県 38.1％ 39.8％ 43.2％

九 州 域 内 21.6％ 22.4％ 23.9％

（出所：FFG、金融ジャーナル）

+2.3
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地方銀行が持続的に成長力を維持していくためには、質を伴った営業基盤の拡大が最も重要。

FFGはABCプランⅡで地元九州における営業基盤を飛躍的に拡大させ、持続的な成長力を高めていく。

FFGが目指す営業基盤拡大

残高

取引内容

先数

50,000

51,000

52,000

53,000

54,000

55,000

13/3末 14/3末 16/3末

150,000

155,000

160,000

165,000

170,000

175,000

180,000

13/3末 14/3末 16/3末

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

13/3末 14/3末 16/3末

給振・年金口座 住宅ローン顧客 法人融資先

給振

年金

質を伴った

“営業基盤の拡大“
取引基盤の“深さ”

顧客基盤の“広さ”

九州全域で確固たる支持を九州全域で確固たる支持を

獲得する総合金融グループ獲得する総合金融グループ

ABCプランⅡで

目指す姿

ABCプランⅡで

目指す姿

メイン化先の増加

永続的な取引
九州域内の貸出金目標

残高8.8兆円　シェア25％

法人・個人　全てのニーズに応える

住宅ローン

消費性ローン

新型ローン

投資信託

保険

カード

相続（資産承継）

一般融資

シ･ローン

新型融資商品

法人保険

販路開拓

海外ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄ資金運用

決済

事業承継・M＆A

決済

預金

事業法人事業法人 個人個人
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常に時代の変化を先取りしながら、お客様の様々なニーズに応える金融サービス業として進化し続けることで、長期ビジョンである「持続

的に高い競争力・成長力を実現する地域金融グループ」になることを目指す。

長期ビジョンの実現に向けて

持続的に高い競争力・成長力を持続的に高い競争力・成長力を

実現する地域金融グループ実現する地域金融グループ

FFGの長期ビジョンエリア

セグメント

ビジネスライン

オーナー

マスリテール

九州全域

事業法人

新ビジネス

九州域外

富裕層

事業承継

相続

海外戦略
ネット

チャネル

首都圏

現在地

ABCプランⅡ

次期中計

地域再生・活性化

ネットワーク

新たなアライアンス

新たなビジネス展開
マルチブランド・

シングルプラットフォームの

磨き上げ

金融サービス業

として進化

証　券

決済ビジネス

海　外

ビジネス

コンサル

保　険

コアの競争力強化



計 数 資 料

Part Ⅲ

ー　あなたのいちばんに。　－
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貸出金（銀行別）

地
区
別
平
残

セ
グ
メ
ン
ト
別
平
残

35,294 34,869 36,344 39,747

16,357 16,870 17,355 18,047 19,001

8,847

37,910

9,3328,648
9,5389,786

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

5,253 5,094 5,154 5,417

2,823 2,889 3,019 3,230 3,486
353 474 669 742

842

5,215

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

6,367 5,805 6,073
7,277

3,731
4,207

1,829 2,066
2,155

2,156
2,223

6,558

3,199 3,465
4,046

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

公金

8,8428,8428,4578,45761,07161,071 63,48563,485
11,95911,959

11,33711,337

（億円）

福岡銀行（国内単体） 熊本銀行（国内単体） 親和銀行（国内単体）

60,29960,299
8,4298,429 11,39511,395

※FFG向け貸出金除く

47,888 48,910
52,237 53,506

1,213 1,072

3,183 3,302 3,5277,095 7,035
7,394

8,059
8,723

50,878

968
1,034

1,0611,124

981
871

996 916
2,979 2,993

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

392 372 376

7,600 7,679 8,441 8,982

374
385

386430

8,070

386387399

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

2,157 1,969 1,960 2,074 2,070

7,515 7,734 8,212 8,751 9,313

566
634

7251,220
1,301

1,599

452 513
1,270 1,120

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

本州等

熊本

長崎

福岡

（億円）

九州

※劣後受益権除く ※劣後受益権除く

個人

法人

65,49565,495
9,1869,186 12,76012,760

8,8428,842
8,4578,457

61,07161,071
63,48563,485 11,95911,959

11,33711,337
60,29960,299 8,4298,429 11,39511,395

65,49565,495 9,1869,186 12,76012,760

67,59567,595
9,7449,744 13,70713,707

67,59567,595 9,7449,744 13,70713,707
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貸出金（業種別）

業
種
別
貸
出
金

業
種
別
リ
ス
ク
管
理
債
権

（億円）

（億円）

構成比 構成比 構成比

96,848 100.0% 72,452 100.0% 10,298 100.0% 14,098 100.0% 4,336 3,516 357 464

7,131 7.4% 5,301 7.3% 548 5.3% 1,282 9.1% △25 △59 △50 85
212 0.2% 129 0.2% 55 0.5% 28 0.2% 25 25 2 △1
179 0.2% 114 0.2% 16 0.2% 47 0.3% 5 △1 1 4
119 0.1% 61 0.1% 11 0.1% 46 0.3% 3 △4 4 4

2,656 2.7% 1,620 2.2% 453 4.4% 583 4.1% △5 △56 △0 52
1,676 1.7% 1,427 2.0% 62 0.6% 187 1.3% 301 260 13 29

710 0.7% 546 0.8% 56 0.6% 108 0.8% 100 87 13 1
4,301 4.4% 3,766 5.2% 158 1.6% 376 2.7% 73 66 △7 15

10,562 10.9% 8,413 11.6% 874 8.5% 1,274 9.1% 256 211 △32 77
4,102 4.2% 3,648 5.0% 96 0.9% 358 2.6% 673 696 △59 37

17,091 17.7% 13,032 18.0% 1,989 19.3% 2,069 14.7% 1,360 995 96 269
　　　(うち不動産業) 15,236 15.7% 11,601 16.0% 1,868 18.1% 1,766 12.5% 1,177 846 96 234

9,543 9.9% 6,482 8.9% 1,462 14.2% 1,598 11.3% 333 245 4 84
10,794 11.2% 8,116 11.2% 844 8.2% 1,833 13.0% △372 △165 90 △297
27,763 28.7% 19,791 27.3% 3,669 35.6% 4,303 30.5% 1,607 1,219 283 106

2013年3月末比2014年３月末

国内店分
（除く特別国際金融取引勘定）

3行単体合算 熊本3行合算 親和福岡福岡 熊本 親和

製造業

農業・林業

漁業

鉱業・採石業・砂利採取業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業・物品賃貸業

その他各種サービス業

地方公共団体

その他

構成比 構成比 構成比

2,432 100.0% 1,691 100.0% 307 100.0% 433 100.0% △184 △181 1 △3

296 12.2% 211 12.5% 24 7.9% 61 14.2% △71 △68 △3 1
28 1.2% 23 1.4% 3 1.1% 1 0.3% △2 △2 △0 △0
12 0.5% 5 0.3% 1 0.4% 5 1.3% △3 △1 △0 △1
11 0.5% 4 0.2% 0 0.3% 6 1.5% △1 △0 △0 △0

166 6.8% 97 5.8% 15 5.0% 53 12.4% △25 △21 △4 0
21 0.9% 21 1.2% 0 0.1% － － △2 △1 △0 －

22 0.9% 15 0.9% 3 1.2% 3 0.9% 10 9 1 0
126 5.2% 97 5.8% 5 1.7% 23 5.5% △3 △4 △1 3
513 21.1% 345 20.4% 68 22.3% 100 23.1% △25 △28 1 2

44 1.8% 41 2.5% 2 0.9% － － △17 △13 △4 △0
441 18.2% 310 18.3% 73 24.1% 57 13.2% △52 △57 △1 6

　　　（うち不動産業） 440 18.1% 309 18.2% 73 23.9% 57 13.2% △48 △54 0 6
524 21.6% 384 22.7% 69 22.4% 71 16.4% 11 7 8 △2

－ － － － － － － － － － － －

221 9.1% 134 8.0% 38 12.6% 48 11.2% △5 2 5 △12

2013年3月末比

熊本

国内店分
（除く特別国際金融取引勘定）

福岡

2014年３月末

熊本 親和親和3行単体合算 3行合算 福岡

製造業

農業・林業

漁業

鉱業・採石業・砂利採取業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業・物品賃貸業

その他各種サービス業

地方公共団体

その他
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預金・NCD（銀行別）

科
目
別
平
残

セ
グ
メ
ン
ト
別
平
残

50,959 52,348 54,054 56,043 58,373

17,019 17,966 18,245 19,152 20,795
5,523 4,944

5,398

4,809
4,847

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

8,367 8,302 8,419 8,669 9,077

2,037 2,188 2,296
2,596275 369 411
768

2,410

416

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

12,983 12,644 12,710 12,914 13,403

3,883 3,902 4,172
5,080

1,915 2,371 2,562 2,749
3,229

4,458

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

42,023 43,411 45,559 47,907 50,896

28,093 28,072 27,908 28,278 29,128
2,671 4,355 3,777 3,856

4,542

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

4,037 4,221 4,457 4,718 5,071

6,596 6,479 6,493 6,482 6,710

47 159 176 295
660

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

9,050 9,488 9,627 9,868 10,377

9,006 8,404 8,597 8,952
9,795

725 1,025 1,218 1,301
1,541

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

ＮＣＤ

固定性

流動性

個人

法人

公金

19,44419,44418,91718,91711,12611,126
10,85910,859

77,24377,24375,83875,838

（億円）

（億円）

福岡銀行（国内単体） 熊本銀行（国内単体） 親和銀行（国内単体）

72,78772,787
10,67910,679 18,78118,781

80,04280,042
11,49511,495 20,12120,121

19,44419,444
18,91718,91711,12611,12610,85910,859

77,24377,243
75,83875,838

72,78772,787
10,67910,679 18,78118,781

80,04280,042
11,49511,495 20,12120,121

84,56684,566
12,44112,441

84,56684,566

21,71221,712

12,44112,441 21,71221,712
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利回り（国内貸出金）

2.01

1.88
1.80

1.75
1.69

1.63
1.59

1.52
1.46

1.91

1.45
1.40

1.32

2.65
2.58

2.48

2.39

2.30
2.22

2.13

2.04
1.97

1.90

1.38
1.32 1.31

1.25 1.24
1.20

1.14 1.11
1.07

1.96

1.85
1.79

1.72
1.65

1.59
1.53

1.20

FY09上 FY09下 FY10上 FY10下 FY11上 FY11下 FY12上 FY12下 FY13上 FY13下

（％）

公金

貸出金

法人

個人

３行単体合算
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利回り（銀行別）

預
金
等
利
回
り

貸
出
金
利
回
り

1.42

1.91

1.531.641.75
1.88

1.27

1.76

1.381.52
1.64

2.06
2.23

2.39
2.54

1.051.131.171.221.38

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

0.13

0.050.06 0.05
0.09

0.15

0.020.020.020.02
0.03

0.10

0.32

0.11

0.19

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

0.24

0.17
0.14

0.080.09
0.11

0.16

0.23

0.020.020.020.020.03

0.13

0.34

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

0.09

0.18

0.070.070.07
0.020.020.020.02

0.03

0.120.120.11
0.16

0.33

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

1.80

1.82

1.71
1.53

1.35 1.26

2.53
2.35

2.12
1.95 1.87

2.35
2.18

2.02

2.49

2.72
2.48

2.21
1.98

1.14
FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

2.14
1.97

1.612.04
1.92

2.11
1.85 1.79

1.44
1.76 1.63

2.28
2.46

2.64
2.86

1.221.33
1.421.54 1.47

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

個人

全体

法人

定期性

NCD

全体

流動性

（％）

（％）

福岡銀行（国内単体） 熊本銀行（国内単体） 親和銀行（国内単体）

公金
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預貸金の種類別構成比

国内貸出金（14/3末） 国内資金（14/3末）

福岡 熊本 親和

短期ﾌﾟﾗｲﾑ基準 8.5% 7.8% 10.9% 10.3%

短期ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ 8.2% 9.6% 2.8% 5.1%

短期貸出金 16.7% 17.4% 13.7% 15.4%

変動ﾌﾟﾗｲﾑ基準 25.2% 23.1% 42.1% 23.4%

市場金利変動 13.9% 15.9% 4.2% 11.3%

長期変動 39.1% 38.9% 46.4% 34.7%

うち固定住宅ﾛｰﾝ 10.2% 10.2% 7.5% 12.0%

長期固定 44.2% 43.7% 40.0% 49.9%

長期貸出金 83.3% 82.6% 86.3% 84.6%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

3行合算

合　計

福岡 熊本 親和

有利息 46.5% 50.2% 35.8% 38.7%

無利息 11.8% 12.6% 5.6% 11.9%

流動性預金 58.3% 62.8% 41.4% 50.7%

コア預金 29.4% 27.3% 43.1% 29.4%

大口預金 8.3% 6.4% 8.1% 15.9%

定期性預金 37.7% 33.7% 51.2% 45.3%

NCD 4.0% 3.5% 7.4% 4.0%

定期性預金・NCD 41.7% 37.2% 58.6% 49.3%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

3行合算

合　計
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有価証券（銀行別）

デ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

そ
の
他
有
価
証
券
残
高

796 671 853 1,052

3,933

8,389 10,004 8,573 7,842201

232
301

364 387
4,851

5,805
4,897

3,946 4,4113,583

2,922 2,317
2,447 2,509

737

364
435

637
806

1,058

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

3.50
3.85

3.45

4.39

2.98 3.00 3.07

3.09

2.74
2.93

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

1,535 1,669 1,929 1,770
2,099

4 5
5

8
10

591 555
520

423

564
1 0

0
0

1234 2 123

0

69

13
45

60

11

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

3.66

4.61 4.784.814.94

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

3,092
4,634

5,501 5,574 5,877176

130
37 35

92

3,206

2,866 1,997 1,631
1,638238

170 25 0
0

10544 39 4143

123 104

190

77

205

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

5.17

4.18

2.91

3.96

4.81

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

外貨建

円建

（億円）

（年）

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行

外債等

社債

地方債

国債

18,25718,257

7,5997,599

2,4562,456

評価差額

株式

16,18316,183

2,2022,202

7,2817,281

※連結ベース。15年変国は、12/3末まで理論値採用 ※15年変国は、12/9末まで理論値採用 ※15年変国は、12/9末まで理論値採用

16,20216,202
2,6852,685 7,7137,713

13,36413,364

18,02018,020

2,1652,165 2,2522,252
6,7556,755

7,8447,844
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非金利収益・資産運用商品（銀行別）

18 20 18 20 19

5 6

12 11

11
5 4 5

3
3

5

17 13 11

4

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

12
15 15 13 14

3 4

6 6

▲3 ▲3 ▲4
▲6 ▲6

3
3

3
6

7

8

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

748 780 723
1,004 1,101

1,001
777

254

628

491
575

501

324

726747

936148 281

215
190

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

226 305 279 303 351

181

256
231 141

154

184

2802

3

83
81

66

7

14

5

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

289 374 354 422 486

367 347 279 198
68

142
318 422

78

16
50

353

92
3839

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

投資
信託

年金
保険

外貨
預金

公共債

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行

787787

2,3462,346 631631

1,0361,036

2,0812,081 646646
873873

2,4782,478

599599 880880

資
産
運
用
商
品
販
売
額

（億円）

非
金
利
収
益

（億円）
52 52 54 58 50

24 29

57 55

38 38 36 33

2125 22

64 60 54

31

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

172172

2020

4040

1919 4848

172172

2222

4242

内国
為替

その他

外為
デリバ

投信
保険

※債券関連損益･市場性商品等関連損益を除く ※債券関連損益･市場性商品等関連損益を除く ※債券関連損益･市場性商品等関連損益を除く

179179

※投信販売額は法人向け含む。その他は個人向け。 ※投信販売額は法人向け含む。その他は個人向け。※投信販売額は法人向け含む。その他は個人向け。

488488

2,0552,055

165165

1616

4040167167

1818

4141

2,8312,831 790790 1,1581,158
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37

ふくおか証券

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13 FY14
通期 通期 通期 通期 通期 計画

営業収益 3,164 2,812 2,430 2,265 3,200 3,568

受入手数料 2,208 2,347 1,857 1,857 2,839 3,152

トレーディング損益 830 337 454 317 173 222

金融収益 126 128 118 91 188 193

金融費用 45 46 22 19 26 47

純営業収益 3,119 2,766 2,407 2,245 3,174 3,521

営業費用 3,246 4,038 2,821 2,550 2,875 2,820

営業利益 ▲ 127 ▲ 1,271 ▲ 414 ▲ 305 299 701

経常利益 ▲ 131 ▲ 1,269 ▲ 422 ▲ 303 306 702

当期純利益 ▲ 196 ▲ 1,313 ▲ 547 ▲ 140 589 －

総資産 12,979 11,045 10,584 15,500 15,254

純資産 9,558 8,209 7,679 9,146 10,397

（百万円）

総資産 153億円

純資産 104億円

店舗数 16店舗（出張所含む）

従業員数 199名

預り資産残高 3,579億円

残有口座数 44.3千口座

（2014年3月末現在）＜業績推移＞ ＜会社概要＞

＜預り資産・残有口座数＞

2,045

2,655

462

434

410 436

203

298

336 362

126

2,305 2,735
2,325

1,730
1,965

520

659

490

113

213

196

82

87
82

115

137

72

43.4
42.8

42.0 42.2 42.3
43.3

44.3

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

10/3末 11/3末 12/3末 12/9末 13/3末 13/9末 14/3末

20

25

30

35

40

45

株式

債券

（千口座）

口座数
（右軸）

（億円）

100%子会社化

投資信託

その他

100%子会社化

3,159
2,865

2,712 2,488

3,172

3,618 3,579

※FY14計画の税引前当期純利益は702百万
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経費（銀行別）

経　
 

費

111 103 99 98

109 118 115 101

18 14 16
10 10

98

103

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

76 72 71 71

87 82 78 71

7 7 7 6 6

69

68

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

52.2%

53.6%

52.1%

55.0%55.0%

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

（億円）

※コアOHR = 経費 ÷（業務粗利益ｰ債券関連損益）

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行

327 323 319 320

360 346 327 286

45 43 45 46 43

323

287

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

70.5%70.8% 71.3%71.0%
72.7%

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

69.8%
71.6%

65.6%

73.2%
72.2%

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

物件費

人件費

税金

コ
ア

 Ｏ

 Ｈ

 Ｒ

（％）

731731
711711

692692

169169 160160 156156
238238 235235 230230

651651

148148 210210

654654

143143 211211
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信用コスト・不良債権（銀行別）

4

58
35

19

▲97

▲39 ▲19
8 6 3 056 4 5 2

37 36

▲1▲5

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

信
用
コ
ス
ト

51 15 8 4

178

195
168 139

88

▲ 78
▲ 27

▲ 133
▲ 87

15

54

20 7
24 20

▲ 98

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

1

26
29 37

22

▲6
▲20

▲4
▲15

6

142 2 1 1
42 4

31

FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

（億円）

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行

▲25▲25

回収等

格付変動

担保下落

新規倒産

2828
66

46 34 30 44

214 272
379

60
36

37 30 52

31

339373

3.2% 3.1%2.7% 2.8% 3.4%

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

-30%

-20%

-10%

0%不
良
債
権
残
高
・比
率

218 156 179 144

1,087 1,209 1,296

382 349 495

169

1,0341,226

442534

2.7%
2.3%

2.9%2.7%2.7%

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

-5%

5%

24 27 24

103
161

218 21215

25

68

2523

207

7249

1.6%
2.4%

3.0% 3.1% 3.0%

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

-10%

0%

（億円）

※部分直接償却後

1,7141,714

142142

319319 342342

不良債権
比率

要管理債権

危険債権

破産更生
債権

※部分直接償却後※部分直接償却後

206206

1,6881,688

137137

169169
3333

1212

4040

1,9391,939 1,8821,882

213213

279279
309309

440440 440440

4141

2424
66

1,6971,697
310310

436436

1212

3030

4040
（33bp）

（21bp）
（25bp）

（6bp）

（1bp）

（33bp） （14bp）
（36bp）

（26bp）

（31bp）

（▲21bp）

（5bp） （32bp）

（4bp）
（29bp）
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要管理先
要管理以外
の要注意先

42 → 25 - 2 - - - ▲ 16

102 → 2 59 0 - 1 1 ▲ 39

1,293 → 1 43 955 11 24 1 ▲ 258

要管理先 553 → - 0 4 514 27 1 ▲ 7

要管理以外
の要注意先

7,789 → 2 13 66 83 6,554 275 ▲ 797

59,564 → 1 23 6 23 1,385 62,877

69,342 31 137 1,033 630 7,991 63,155 ▲ 1,117

13年3月末
債務者区分別残高

14年3月末債務者区分  （合計 72,976億円）
増減

(ﾊﾞﾙｸ)
(回収)
(新規)

破綻先
実質

破綻先
破綻

懸念先

要注意先
正常先

正  常  先

合       計

破  綻  先

実質破綻先

破綻懸念先

要注意先

債務者区分遷移：福岡銀行

※与信残高

 

＝

 

貸出金

 

＋

 

支払承諾

 

＋

 

外国為替

 

＋未収利息

 

＋

 

与信関連仮払金

（単位：億円）

債務者区分の移動状況（2013年3月末→2014年3月末）
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債務者区分遷移：熊本銀行

※与信残高

 

＝

 

貸出金

 

＋

 

支払承諾

 

＋

 

外国為替

 

＋未収利息

 

＋

 

与信関連仮払金

債務者区分の移動状況（2013年3月末→2014年3月末）

（単位：億円）

要管理先
要管理以外
の要注意先

6 → 3 - 1 - - - ▲ 2

17 → 0 12 0 - 0 0 ▲ 5

218 → 2 3 158 0 16 0 ▲ 37

要管理先 93 → 1 0 11 58 8 - ▲ 16

要管理以外
の要注意先

1,427 → 0 2 35 39 1,148 103 ▲ 100

8,239 → - 2 7 5 367 8,372

10,000 6 19 212 102 1,539 8,475 ▲ 161

13年3月末
債務者区分別残高

14年3月末債務者区分  （合計 10,353億円）
増減

(ﾊﾞﾙｸ)
(回収)
(新規)

破綻先
実質

破綻先
破綻

懸念先

要注意先
正常先

正  常  先

合       計

破  綻  先

実質破綻先

破綻懸念先

要注意先
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※与信残高

 

＝

 

貸出金

 

＋

 

支払承諾

 

＋

 

外国為替

 

＋未収利息

 

＋

 

与信関連仮払金

債務者区分の移動状況（2013年3月末→2014年3月末）

（単位：億円）

要管理先
要管理以外
の要注意先

8 → 3 - 0 - - - ▲ 5

23 → 0 13 2 - 0 0 ▲ 7

379 → 1 16 279 1 29 1 ▲ 53

要管理先 39 → - 0 5 26 4 - ▲ 4

要管理以外
の要注意先

1,549 → 0 8 43 36 1,197 130 ▲ 136

11,736 → 1 3 10 4 531 11,838

13,735 5 40 339 67 1,761 11,969 ▲ 205

正  常  先

合       計

破  綻  先

実質破綻先

破綻懸念先

要注意先

13年3月末
債務者区分別残高

14年3月末債務者区分（合計14,181億円）
増減

(ﾊﾞﾙｸ)
(回収)
(新規)

破綻先
実質

破綻先
破綻

懸念先

要注意先
正常先

債務者区分遷移：親和銀行
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要注意先以下の引当・保全状況 金融再生法開示債権の保全率：76.9％

（単位：億円）

※与信残高

 

＝

 

貸出金

 

＋

 

支払承諾

 

＋

 

外国為替

 

＋

 

未収利息

 

＋

 

与信関連仮払金

 

＋

 

銀行保証付私募債

2014年3月期 （

 

）内は2013年3月末実績

引当・保全状況：福岡銀行

債権額に対する ｱﾝｶﾊﾞｰに対する 保全率

引当率 うち 引当率 うち B+D
D/A DCF先 D/C DCF先 A

31
(21.4%) (100%) (100%)

137
38.9% 100% 100%

(43.9%) (77.8%) (78.5%) (96.7%) (88.0%)

40.8% 76.3% 76.9% 95.8% 87.8%

(22.3%) (35.0%) (30.4%) (42.4%) (48.8%)

23.8% 35.9% 30.7% 41.3% 46.4%

(37.1%) (66.9%) (64.6%) (82.6%) (79.7%)

35.7% 61.2% 60.7% 74.2% 76.9%

要管理債権以外 (4.4%) (22.0%) (9.6%) (36.8%) (58.2%)

の要注意先債権 4.9% 17.5% 9.6% 33.4% 53.7%

(5.4%) (21.1%) (11.3%) (33.8%) (57.7%)

6.0% 20.4% 11.4% 35.3% 53.3%

(10.7%) (35.0%) (22.1%) (52.1%) (62.3%)

10.2% 32.1% 19.5% 51.4% 57.7%

ｱﾝｶﾊﾞｰ
C

=A-B

66 －66 －

債務者区分

破綻先

103

実質破綻先

引当金
D

残高
A

担保
保証

B

1,034 485 549

要管理債権 495 112 383

破綻懸念先

開示債権合計 1,697 700 997

8,135 3,970

4,547

4,165 402

要注意先以下
の合計

9,832 4,670

要注意先　合計 8,629 4,082 519

605

422

118

1,0075,162
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債権額に対する ｱﾝｶﾊﾞｰに対する 保全率

引当率 うち 引当率 うち B+D

D/A DCF先 D/C DCF先 A

6
(22.8%) (100%) (100%)

19
21.5% 100% 100%

(28.7%) (61.8%) (64.5%) (95.2%) (84.2%)

26.4% 57.7% 61.9% 95.3% 83.7%

(18.9%) (51.7%) (27.8%) (51.7%) (50.8%)

19.5% 41.7% 28.3% 50.1% 50.5%

(26.1%) (61.2%) (54.4%) (91.1%) (78.1%)

24.4% 54.6% 51.8% 83.9% 77.3%

要管理債権以外 (3.9%) (24.2%) (9.3%) (37.9%) (61.7%)

の要注意先債権 5.5% 25.5% 12.4% 39.4% 60.7%

(4.6%) (25.0%) (10.6%) (38.5%) (61.2%)

6.2% 27.1% 13.4% 40.7% 60.2%

(7.8%) (36.0%) (18.0%) (55.4%) (64.6%)

8.6% 35.6% 19.1% 54.9% 63.4%

ｱﾝｶﾊﾞｰ
C

=A-B

5 －5 －

債務者区分

破綻先

20

実質破綻先

引当金
D

残高
A

担保
保証

B

212 121 90

要管理債権 72 22 50

破綻懸念先

開示債権合計 310 164 146

1,571 867

755

705 87

要注意先以下
の合計

1,881 1,030

要注意先　合計 1,644 889 101

76

56

14

163851

引当・保全状況：熊本銀行

要注意先以下の引当・保全状況

（単位：億円）

※与信残高

 

＝

 

貸出金

 

＋

 

支払承諾

 

＋

 

外国為替

 

＋

 

未収利息

 

＋

 

与信関連仮払金

 

＋

 

銀行保証付私募債

2014年3月期 （

 

）内は2013年3月末実績

金融再生法開示債権の保全率：77.3％
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債権額に対する ｱﾝｶﾊﾞｰに対する 保全率

引当率 うち 引当率 うち B+D

D/A DCF先 D/C DCF先 A

(17.8%) (100%) (100%)

32.9% 100% 100%

(35.2%) (74.1%) (76.2%) (95.9%) (89.0%)

35.4% 74.0% 74.1% 96.0% 87.6%

(14.9%) (23.8%) (21.0%) (43.4%) (43.9%)

18.9% 27.9% 26.1% 41.1% 46.4%

(32.6%) (72.2%) (71.1%) (94.4%) (86.8%)

33.2% 66.3% 67.4% 87.7% 83.9%

要管理債権以外 (3.2%) (23.2%) (7.5%) (34.5%) (60.3%)

の要注意先債権 4.9% 25.2% 9.8% 35.8% 55.1%

(3.4%) (23.2%) (7.9%) (34.8%) (60.0%)

5.3% 25.7% 10.5% 36.7% 54.9%

(9.7%) (50.5%) (22.2%) (69.7%) (66.1%)

10.5% 48.6% 21.1% 66.2% 60.8%

15 － －

破綻先 5

30

実質破綻先 40

要管理債権

引当金
D

残高
A

担保
保証

B

ｱﾝｶﾊﾞｰ
C

=A-B
債務者区分

339 177 162

52 14 38

破綻懸念先

開示債権合計 436 221 215

1,778 893

923

885 87

要注意先以下
の合計

2,214 1,114

要注意先　合計 1,830 908

1,100

97

232

145

120

10

15

引当・保全状況：親和銀行

要注意先以下の引当・保全状況

（単位：億円）

※与信残高

 

＝

 

貸出金

 

＋

 

支払承諾

 

＋

 

外国為替

 

＋

 

未収利息

 

＋

 

与信関連仮払金

 

＋

 

銀行保証付私募債

金融再生法開示債権の保全率：83.9％

2014年3月期 （

 

）内は2013年3月末実績
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自己資本比率（銀行別）

自
己
資
本
比
率

自
己
資
本
の
状
況

（％）

（億円）

11.80
12.80 12.70

9.64 9.46 9.30

12.93

10.72

9.85

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

9.37

10.72 10.84

7.22

9.94 10.07

10.6010.38

9.62

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

11.39 11.69

12.85

7.26

9.14

10.58

11.89
10.74

9.71

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

4,231 4,177 4,304

2,078 2,454

▲ 1,129 ▲ 979 ▲ 901

4,538

2,471 2,245

▲ 830

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

693
883

1,074

393
246

230

1,019

228

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

TierⅠ

TierⅡ

TierⅠ比率

自己資本比率

控除項目

信用リスク：基礎的内部格付手法

オペリスク：粗利益配分手法

信用リスク：標準的手法

オペリスク：粗利益配分手法

信用リスク：標準的手法

オペリスク：粗利益配分手法

529
706 720

158
56 56

730

58

10/3末 11/3末 12/3末 13/3末 14/3末

福岡銀行（連結） 熊本銀行（単体） 親和銀行（単体）

バーゼルⅢ
（国内基準）

バーゼルⅢ
（国内基準）

バーゼルⅢ
（国内基準）

コア資本5,364

827

1,203
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配当

FFG連結当期利益 配当金目安 配当性向

400億円～ 13円 ～28%

350～400億円以下 12円 26～30%

300～350億円以下 11円 27～32%

250～300億円以下 10円 29～34%

200～250億円以下 9円 31～39％

150～200億円以下 8円 34～46％

～150億円以下 7円 40％～

配当は業績連動方式を採用

FY13より配当性向を30％程度とするテーブルを設定

配当方針配当方針 配当実績配当実績

7

10

12

88 8 8

26.7%
24.5%24.4%

27.0%

31.6%
28.7%

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

FY07 FY08 FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

573.7％

FY07 FY08 FY09 FY10 FY11 FY12 FY13

EPS 1.22 25.30 32.82 29.94 32.62 37.01 41.82

BPS 586 588 645 658 712 774 798

ROE 0.3％ 4.3％ 5.3％ 4.6％ 4.7％ 4.9％ 5.2％

T-ROE 0.4％ 6.7％ 7.9％ 6.5％ 6.5％ 6.5％ 6.6％

※T-ROE：有形資本ROE

株式指標 （円）

（普通株、円）配当性向

【配当金目安テーブル】



参 考 資 料

Part Ⅳ

ー　あなたのいちばんに。　－



49

－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

金融マーケット

10.2兆円
福岡銀行福岡銀行

7.9兆円
西日本ｼﾃｨ銀行西日本ｼﾃｨ銀行

0.5兆円
福岡中央銀行福岡中央銀行

0.7兆円
筑邦銀行筑邦銀行

2.2兆円
佐賀銀行佐賀銀行

0.2兆円
佐賀共栄銀行佐賀共栄銀行

2.4兆円
親和銀行親和銀行

2.6兆円
十八銀行十八銀行

0.3兆円
長崎銀行長崎銀行 4.3兆円

肥後銀行肥後銀行

1.4兆円
熊本銀行熊本銀行

3.7兆円
鹿児島銀行鹿児島銀行

0.7兆円
南日本銀行南日本銀行

2.9兆円
大分銀行大分銀行

0.6兆円
豊和銀行豊和銀行

2.3兆円
宮崎銀行宮崎銀行

0.6兆円
宮崎太陽銀行宮崎太陽銀行

福
岡
県

福
岡
県 17.9兆円

貸出金 預貯金事業所人口

31.0兆円225千所505万人

熊
本
県

熊
本
県

人口 事業所 貸出金 預貯金

182万人 79千所 4.1兆円 9.7兆円

長
崎
県

長
崎
県

人口 事業所 貸出金 預貯金

142万人 65千所 2.9兆円 7.6兆円

佐
賀
県

佐
賀
県

人口 事業所 貸出金 預貯金

85万人 39千所 1.7兆円 4.7兆円

大
分
県

大
分
県

人口 事業所 貸出金 預貯金

119万人 56千所 3.0兆円 7.0兆円

宮
崎
県

宮
崎
県

人口 事業所 貸出金 預貯金

114万人 55千所 2.5兆円 5.3兆円

鹿
児
島
県

鹿
児
島
県

人口 事業所 貸出金 預貯金

170万人 80千所 4.1兆円 8.6兆円

九　

 州

九　

 州

人口 事業所 貸出金 預貯金

1,316
万人

600
千所

36.2
兆円

74.0
兆円

出所：月刊金融ジャーナル増刊号　　　　　　　　

 
　　　　「金融マップ2014年版」

　　　　総務省「24年経済コンサス」

××兆円
××銀行××銀行

連結総資産

（13／9末）
出所：決算短信

31

25

25

19

6

7

6

10

16

11

16
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経済概況

九州・沖縄

（地域経済報告　

 

4月）

福岡県

（県内経済の動向　4月）

熊本県

（金融経済概観　４月）

長崎県

（金融経済概況　４月）

基調判断
消費税率引き上げに伴う駆け込み需要

 
とその反動の影響を受けつつも、基調

 
的には緩やかに回復している。

ー 消費税率引き上げの影響による

 
振れを伴いつつも、基調的には緩

 
やかな回復を続けている。

緩やかに回復している。

生産動向

全体としては横ばい圏内で推移している。

 
この間、一部では増加に向けた動きも

 
みられている。

生産は緩やかに持ち直している。 県内製造業の生産は、緩やかな

 
回復を続けている。

製造業の生産は持ち直している。

設備投資
非製造業を中心に持ち直している。 26年度の設備投資は製造業、非製

 
造業ともに前年度を上回る計画となっ

 
ている。

26年度は前年を上回る計画となっ

 
ている。

設備投資は着実に持ち直している。

貿　易
輸出は緩やかに増加している。 輸出は、持ち直している。

輸入は、緩やかに増加している。
－ －

住宅投資

消費税率引き上げの影響による振れを

 
伴いつつも、増加傾向にある。

新設住宅着工は、消費税率引き上

 
げに伴う駆け込み需要の反動もあり、

 
弱含みとなっている。

新設住宅着工戸数は、消費税率

 
引き上げ前の駆け込み需要が剥

 
落しつつある中、横ばい圏内の動

 
きとなっている。

住宅投資は増勢が一服している。

企業倒産
企業倒産は件数は前年を上回っている

 
ものの、負債総額は前年を下回ってい

 
る。

倒産件数は、低水準で推移している。 26年3月の企業倒産件数、負債

 
総額は、いずれも前年を下回った。

件数は前年並みだが、負債総額で

 
前年を上回った。

雇用情勢

労働需給は改善しており、雇用者所得

 
にも持ち直しの動きがみられている。

雇用情勢は、厳しさが残るものの、着

 
実に改善している。

雇用・所得環境は、労働需給面、

 
所得面ともに改善傾向にある。

労働需給が緩やかな改善を続ける

 
中、雇用者所得も下げ止まりつつあ

 
る。

個人消費

消費税率引き上げに伴う駆け込み需要

 
の反動減がみられているものの、消費

 
者マインドに加えて雇用・所得環境の改

 
善もあって、持ち直しつつある。

消費は消費税率引き上げの影響に

 
よる振れを伴いつつも、底堅く推移し

 
ている。

消費税率引き上げの影響による

 
振れを伴いつつも、基調的には底

 
堅く推移している。

消費税率引き上げ前の駆け込み需

 
要の反動減がみられているものの、

 
底堅い動きとなっている。

出所：日本銀行 出所：ふくおかデータウェブ 出所：日本銀行

 

熊本支店 出所：日本銀行

 

長崎支店

さ く ら
レポート



51

－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

▲ 50
▲ 40
▲ 30
▲ 20
▲ 10

0
10
20

08/3 09/3 10/3 11/3 12/3 13/3 14/3

▲ 50
▲ 40
▲ 30
▲ 20
▲ 10

0
10
20

08/3 09/3 10/3 11/3 12/3 13/3 14/3

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

08/3 09/3 10/3 11/3 12/3 13/3 14/3

景気動向

全　
 

国

熊
本
県

長
崎
県

福
岡
県

九　
 

州

▲ 50
▲ 40
▲ 30
▲ 20
▲ 10

0
10
20
30

08/3 09/3 10/3 11/3 12/3 13/3 14/3

北九州

福岡地方

 
（注）

（注）福岡地方：福岡県から北九州

 

を除き佐賀を加えた範囲
業況判断DI：日銀短観

出所：日本銀行

予
測
予
測

予
測

予
測

予
測



52

－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

0

20

40

60

80

100

120

140

160

12/1 12/4 12/7 12/10 13/1 13/4 13/7 13/10 14/1
▲ 50

0

50

100

150

200

250
生産台数

前年比

生産動向

全　
 

国

九　
 

州

【
九　

 州
】　

 
主
要
産
業
の
生
産
動
向

鉱工業生産指数　（2010年＝100）

出所：経済産業省（九州経済産業局）

0

200

400

600

800

1,000

12/1 12/4 12/7 12/10 13/1 13/4 13/7 13/10 14/1
▲ 30
▲ 25
▲ 20
▲ 15
▲ 10
▲ 5
0
5
10
15

生産数量

前年比

（％）

（％）（百万個）

（千台）

IC（集積回路）の生産動向

自動車の生産動向

60

70

80

90

100

110

120

08/1 09/1 10/1 11/1 12/1 13/1 14/1



53

－第四次中期経営計画ＡＢＣプランⅡ－

設備投資・住宅投資

設備投資：日銀短観　（前年同期対比） 住宅着工件数
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地価動向

＜国土交通省：平成26年地価公示結果の概要＞

○

 

平成２５年１月以降の１年間の地価は、全国平均では住宅地・商業地ともに依然と

 
して下落しているものの下落率は縮小傾向を継続

 
○

 

三大都市圏平均では、住宅地・商業地ともに上昇に転換

○

 

上昇地点数の割合は全国的に大幅に増加。特に、三大都市圏では、住宅地の約

 
1/2の地点が上昇、商業地の約2/3の地点が上昇。一方地方圏では、住宅地・商

 
業地ともに約3/4の地点が下落。

 
○

 

都道府県地価調査（７月１日時点の調査）との共通地点で半年毎の地価動向をみ

 
ると、三大都市圏の住宅地はほぼ同率の上昇、商業地は後半上昇を強める。ま

 
た地方圏の住宅地・商業地ともに後半は下落率が縮小。　

 
　（国土交通省　2014年3月18日発表）

＜国土交通省：平成26年地価公示結果の概要＞

○

 

平成２５年１月以降の１年間の地価は、全国平均では住宅地・商業地ともに依然と

 
して下落しているものの下落率は縮小傾向を継続

○

 

三大都市圏平均では、住宅地・商業地ともに上昇に転換

○

 

上昇地点数の割合は全国的に大幅に増加。特に、三大都市圏では、住宅地の約

 
1/2の地点が上昇、商業地の約2/3の地点が上昇。一方地方圏では、住宅地・商

 
業地ともに約3/4の地点が下落。

○

 

都道府県地価調査（７月１日時点の調査）との共通地点で半年毎の地価動向をみ

 
ると、三大都市圏の住宅地はほぼ同率の上昇、商業地は後半上昇を強める。ま

 
た地方圏の住宅地・商業地ともに後半は下落率が縮小。　

　（国土交通省　2014年3月18日発表）

公示地価変動率
福岡県内主要都市

熊本県内主要都市

長崎県内主要都市

（単位：％）

出所：国土交通省

2013年 2014年 2013年 2014年

熊本市 ▲ 0.7 0.1 ▲ 1.5 ▲ 0.7

八代市 ▲ 3.5 ▲ 2.8 ▲ 3.5 ▲ 3.0

住宅地 商業地

2013年 2014年 2013年 2014年

福岡市 0.7 1.8 0.7 2.9

北九州市 ▲ 2.2 ▲ 1.6 ▲ 2.8 ▲ 2.2

住宅地 商業地

2013年 2014年 2013年 2014年

長崎市 ▲ 2.6 ▲ 1.8 ▲ 1.4 ▲ 0.2

佐世保市 ▲ 3.5 ▲ 1.8 ▲ 3.3 ▲ 1.8

住宅地 商業地

2013年 2014年 増減 2013年 2014年 増減
全国 ▲ 1.6 ▲ 0.6 1.0 ▲ 2.1 ▲ 0.5 1.6

東京圏 ▲ 0.7 0.7 1.4 ▲ 0.5 1.7 2.2

3大都市圏 ▲ 0.6 0.5 1.1 ▲ 0.5 1.6 2.1

福岡 ▲ 1.2 ▲ 0.3 0.9 ▲ 1.9 ▲ 0.6 1.3

佐賀 ▲ 4.2 ▲ 3.4 0.8 ▲ 5.4 ▲ 4.7 0.7

長崎 ▲ 3.1 ▲ 2.0 1.1 ▲ 3.2 ▲ 2.1 1.1

熊本 ▲ 1.5 ▲ 0.6 0.9 ▲ 2.8 ▲ 1.9 0.9

大分 ▲ 2.5 ▲ 1.8 0.7 ▲ 3.7 ▲ 2.9 0.8

宮崎 ▲ 1.8 ▲ 1.5 0.3 ▲ 3.7 ▲ 3.4 0.3

鹿児島 ▲ 3.6 ▲ 3.1 0.5 ▲ 4.5 ▲ 3.9 0.6

山口 ▲ 3.7 ▲ 2.7 1.0 ▲ 5.2 ▲ 4.0 1.2

住宅地 商業地
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主な経済指標　（１）

季調値
前年比
（％)

季調値
前年比
（％）

季調値
前年比
（％）

戸
前年比
（％)

戸
前年比
（％）

戸
前年比
（％）

2008年 109.5 0.3 110.7 ― 110.7 ― 47,139 4.6 12,542 ▲ 5.6 6,942 0.6

2009年 84.1 ▲ 23.2 85.3 ▲ 25.4 91.3 ▲ 19.4 28,997 ▲ 38.5 9,842 ▲ 21.5 5,767 16.9

2010年 100.0 18.9 100.0 14.7 100.0 8.7 31,156 7.4 8,842 ▲ 10.2 5,466 ▲ 5.2

2011年 101.7 1.7 100.5 0.5 94.3 ▲ 5.7 34,945 12.2 10,063 13.8 5,501 0.6

2012年 107.2 5.4 103.6 3.1 93.1 ▲ 1.2 36,111 3.3 11,521 14.5 6,344 15.3

2013.1 102.6 ▲ 6.2 96.0 ▲ 8.5 86.7 ▲ 8.8 2,756 ▲ 7.7 808 13.3 478 ▲ 17.3

2 106.4 ▲ 0.5 90.4 ▲ 13.3 92.4 ▲ 3.4 2,938 6.2 869 3.3 457 ▲ 20.4

3 102.5 ▲ 3.9 104.3 ▲ 1.2 82.9 ▲ 12.0 3,366 17.4 916 ▲ 5.1 573 ▲ 8.6

4 106.9 2.7 97.7 ▲ 4.6 77.7 ▲ 20.4 3,550 37.0 983 ▲ 15.5 669 59.7

5 100.6 ▲ 4.9 108.2 2.0 84.8 ▲ 11.6 3,526 29.3 1,087 20.1 498 5.1

6 108.0 3.1 104.5 3.3 74.1 ▲ 21.5 3,486 7.7 1,232 18.9 604 0.5

7 107.7 ▲ 1.4 103.3 2.9 82.4 ▲ 14.8 3,619 24.8 875 ▲ 16.7 738 61.1

8 104.2 ▲ 4.4 105.6 4.1 81.3 ▲ 12.6 3,283 8.0 1,261 37.7 580 4.9

9 104.7 ▲ 2.9 107.2 8.5 86.9 ▲ 6.4 3,785 24.0 881 ▲ 6.9 613 25.6

10 99.6 ▲ 6.4 111.7 7.5 86.4 0.6 3,536 8.0 1,076 11.5 483 ▲ 13.9

11 101.5 ▲ 6.2 113.0 7.6 95.5 14.4 4,083 29.4 1,221 20.1 416 ▲ 20.0

12 103.3 ▲ 2.6 116.4 12.4 96.7 9.4 3,407 ▲ 3.0 869 ▲ 13.4 552 12.4

2014.1 107.6 4.9 108.1 12.6 92.8 7.0 3,061 11.1 702 ▲ 13.1 611 27.8

2 111.3 4.6 101.5 12.3 107.7 16.6 2,698 ▲ 8.2 1,255 44.4 466 2.0

出所 福岡県調査統計課・熊本県統計課・長崎県統計課 国土交通省

福岡県 熊本県 長崎県 福岡県 熊本県 長崎県

鉱工業生産指数（総合）
（2010年＝100、年平均は原指数）

新築住宅着工戸数（合計）

福岡県 熊本県 長崎県

百万円
前年比
（％)

百万円
前年比
（％）

百万円
前年比
（％）

倍 倍 倍

700,451 ▲ 2.3 184,134 ▲ 1.9 124,827 ▲ 4.2 0.63 0.63 0.57

663,771 ▲ 5.2 172,786 ▲ 6.2 117,941 ▲ 5.5 0.42 0.38 0.41

652,922 ▲ 3.0 169,324 ▲ 2.9 120,621 ▲ 1.0 0.46 0.46 0.46

689,334 4.3 166,476 ▲ 2.5 121,789 ▲ 1.9 0.58 0.61 0.58

689,812 0.1 165,154 ▲ 0.8 117,231 ▲ 3.7 0.70 0.68 0.64

61,014 ▲ 0.6 14,956 ▲ 0.0 10,684 1.3 0.72 0.71 0.67

50,025 ▲ 0.0 11,641 ▲ 3.3 8,615 ▲ 1.2 0.73 0.73 0.68

58,277 4.1 13,950 2.2 10,037 8.7 0.74 0.76 0.70

53,502 ▲ 1.8 12,784 ▲ 1.9 9,073 ▲ 1.4 0.77 0.80 0.71

55,402 0.7 13,227 1.9 9,618 1.5 0.78 0.82 0.71

56,095 4.7 13,245 3.8 9,635 5.9 0.78 0.84 0.72

62,702 ▲ 0.6 15,165 ▲ 0.2 11,015 2.1 0.79 0.88 0.74

55,561 ▲ 0.1 12,650 ▲ 3.4 9,805 ▲ 1.0 0.80 0.89 0.74

52,490 1.5 12,008 0.7 8,824 2.3 0.82 0.91 0.75

55,351 0.4 13,377 2.0 9,335 3.2 0.84 0.92 0.76

59,659 2.7 14,077 2.6 10,139 3.0 0.85 0.95 0.77

78,677 3.9 19,560 4.7 13,210 3.7 0.87 0.98 0.78

60,172 ▲ 1.4 14,660 ▲ 2.0 9,882 ▲ 7.5 0.90 0.97 0.77

51,271 2.5 11,826 1.6 8,623 0.1 0.92 0.96 0.78

九州経済産業局 厚生労働省

有効求人倍率

福岡県 熊本県 長崎県

大型小売店販売額項目

年月
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主な経済指標　（２）

件
前年比
（％)

件
前年比
（％）

件
前年比
（％）

億円
前年比
（％)

億円
前年比
（％）

億円
前年比
（％）

2008年 545 8.1 179 28.8 178 20.3 137,598 2.4 29,535 3.0 23,693 ▲ 3.1

2009年 480 ▲ 11.9 127 ▲ 29.1 122 ▲ 31.5 138,767 0.8 29,669 0.5 22,992 ▲ 3.0

2010年 375 ▲ 21.9 114 ▲ 10.2 72 ▲ 41.0 140,690 1.4 30,270 2.0 22,815 ▲ 0.8

2011年 390 4.0 110 ▲ 3.5 78 8.3 145,885 3.7 30,903 2.1 23,035 1.0

2012年 381 ▲ 2.3 98 ▲ 10.9 76 ▲ 2.6 148,293 1.7 30,997 0.3 23,184 0.6

2013.1 25 ▲ 24.2 7 ▲ 12.5 4 ▲ 33.3 151,652 4.3 31,356 2.5 23,225 1.0

2 28 7.7 9 50.0 4 0.0 152,365 4.4 31,371 2.7 23,288 1.3

3 29 ▲ 31.0 8 ▲ 33.3 2 ▲ 66.7 153,089 3.8 32,258 4.0 23,961 2.0

4 29 ▲ 12.1 4 ▲ 33.3 5 0.0 152,742 3.5 31,533 3.1 23,403 2.1

5 37 5.7 7 16.7 3 ▲ 70.0 152,304 3.5 31,755 3.3 23,727 3.2

6 31 47.6 5 ▲ 50.0 4 ▲ 50.0 152,316 3.4 31,868 3.2 23,664 2.5

7 24 ▲ 36.8 5 ▲ 16.7 4 ▲ 33.3 152,748 3.5 31,883 3.2 23,848 3.0

8 19 ▲ 42.4 5 ▲ 37.5 6 20.0 153,283 3.5 31,944 3.3 23,896 2.9

9 36 9.1 7 ▲ 12.5 6 100.0 154,735 2.8 32,483 2.5 23,998 2.0

10 40 42.9 5 ▲ 37.5 2 ▲ 75.0 155,163 3.5 31,929 2.3 24,009 3.5

11 33 ▲ 25.0 5 ▲ 50.0 3 ▲ 70.0 156,479 4.0 32,079 3.0 24,164 4.3

12 20 ▲ 31.0 5 ▲ 44.4 6 20.0 157,877 3.7 32,621 2.8 24,639 5.0

2014.1 25 31.6 6 ▲ 33.3 6 50.0 157,256 3.7 32,326 3.1 24,594 5.9

2 20 ▲ 20.0 9 28.6 6 50.0 157,915 3.6 32,454 3.5 24,669 5.9

出所

倒産件数 貸出金残高

福岡県 熊本県 長崎県 福岡県 熊本県 長崎県

東京商工リサーチ 日本銀行

百万円
前年比
（％)

百万円
前年比
（％）

百万円
前年比
（％）

174,098 1.9 48,615 1.3 40,931 0.0

179,050 2.8 49,790 2.4 41,759 1.6

182,364 1.9 50,857 2.1 42,018 1.1

186,080 2.0 51,564 1.4 42,677 1.6

188,543 1.3 52,010 0.9 43,144 1.1

189,644 2.7 52,430 2.9 43,162 1.4

191,736 3.6 52,683 3.3 43,209 1.3

194,338 3.3 53,526 3.7 44,298 1.7

196,511 2.9 53,758 2.1 44,439 1.2

194,228 3.3 54,041 3.5 44,334 2.9

197,013 4.1 54,500 3.5 45,007 3.0

196,182 4.3 53,504 3.3 44,628 3.4

197,473 5.1 53,919 3.9 44,819 3.7

195,642 2.8 53,652 2.4 44,611 3.8

195,541 3.2 53,520 3.4 44,712 4.8

197,949 4.6 53,870 3.7 45,179 5.4

199,612 4.4 54,720 2.8 45,357 4.6

197,591 4.2 53,911 2.8 45,133 4.6

198,540 3.5 54,020 2.5 45,383 5.0

預金残高

福岡県 熊本県 長崎県

日本銀行

項目

年月
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＜照会先＞

本日は、弊社会社説明会にご参加いただきましてありがとうございます。

本日配布いたしました資料に記述されている将来の業績予想等につきましては、経営環

 境の変化等に伴い、予想あるいは目標対比変化し得ることにご留意ください。

なお、本資料の全部又は一部を当社の承諾なしに転写・複製し、又は第三者に伝達する

 ことはできませんのでご注意下さい。

株式会社

 

ふくおかﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

 

経営企画部

電

 

話

 

０９２－７２３－２５０２

ＦＡＸ

 

０９２－７２１－５７９８

E-mail    ffg-ir@fukuoka-fg.com 
ＨＰ　　

 

　http://www.fukuoka-fg.com
担当者

 

高着・奈須
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